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訪問リハビリテーション事業所 

介護予防訪問リハビリテーション事業所 

介護老人保健施設なとり 

重要事項説明書 

医療法人 仁泉会 

作成日 令和 6年 4月 1日 

 

 
 

当事業所は、介護保険の指定を受けています。 

【宮城県指定 介護保険事業者番号】 

０４５０７８００３６ 

 

 

 

当事業所は、利用者に対して訪問リハビリテーション、介護予防訪問リハビリテーションを提

供いたします。 

当事業所の概要や提供されるサービスの内容、利用上ご注意いただきたい事等を、次の通り説

明いたします。わからないこと、わかりにくいことがあれば、遠慮なく質問をしてください。 

 

＊当事業所の訪問リハビリテーションは、原則として要介護認定

の結果、「要介護」「要支援」と認定された方が対象となります。 

 

 

１．事業所の概要 

（１）事業所経営法人 

法 人 名     医療法人仁泉会 

      法人所在地     〒039－1161 

                 青森県八戸市大字河原木字八太郎山 10番地 81  

      電話番号      0178-51-2590 

      ＦＡＸ番号     0178-51-2591 

      代表者名      理事長 田中 由紀子 

設立年月日     昭和４２年４月７日 

 

 （２）事業所名称等 

      事業所名      介護老人保健施設なとり 

施設所在地     〒981-1241 

宮城県名取市高舘熊野堂字岩口下１－２ 

電話番号      022-386-3770 

      ＦＡＸ番号     022-386-3788 

施設長名      施設長 圓谷 建治 

開設年月日     平成２１年６月１日 
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 （２）事業の目的と運営の方針 

＊事業の目的 

当事業は、要介護者及び要支援者の心身の機能の維持回復を図り日常生活の自立を助

けるために、居宅介護サービス計画に基づき、理学療法、作業療法、その他必要なリハ

ビリテーションを行い、利用者がその有する能力に応じて、可能な限りその居宅におい

て自立した生活を営むことができるよう支援することを事業の目的とします。 

 

＊運営の方針 

 ①居宅サービス計画に基づき、利用者の要介護状態及び要支援状態の軽減若しくは 

  悪化の防止等に資するよう、訪問リハビリテーション計画の作成およびサービス 

  の提供を行います。 

 ②訪問リハビリテーションの提供にあたっては、サービス計画に基づき、管理者、サ

ービス従事者、本人及びその家族との連携のもとに計画的に実施します。 

 ③サービス従事者は、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の病状、心身の状       

  況及びその置かれている環境等の的確な把握に努め、利用者またはその家族に対し 

  安心して訪問リハビリテーションを受けられるように努めます。 

 ④関係市町村、地域の保健・医療・福祉サービスとの密接な連携を図り、総合的なサ

ービスの提供に努めます。 

 ⑤利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため必要な体制を整備し、職員に対し、研修 

  を実施する等の措置を講じます。 

 ⑥サービスの提供にあたっては介護保険関連情報その他必要な情報を活用し、適切か

つ有効に行うよう努めます。 

 ⑦サービス提供の終了に際しては、利用者又はその家族に対して適切な指導を行うと 

  ともに、主治医及び居宅介護支援事業者へ情報の提供を行います。 

 ⑧名取市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例を遵

守し、事業を実施します。 

       

（３）事業所窓口の営業日及び営業時間 

      １、営業日     月曜日から金曜日まで。ただし国民の祝日、年末年始（12月 29 

日から 1月 3日）までを除く 

      ２、営業時間    午前８時３０分から午後５時３０分とする。 

     ３、事業の実施地域 名取市、仙台市太白区の全域。その他の地域については、相談  

によります。 

 

 （４）事業所の職員体制及び職務内容 

    ・管理者                           １名 

     管理者は、事業所の従業者の管理、業務の実施状況の把握及びその他の管理を一元的

に行う。 

・作業療法士、理学療法士        計７名以上 

① サービス担当者会議への出席等により、居宅介護支援事業者と連携を図ります。 

② 医師及び理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、介護職員その他の職

種の者が多職種協同により、リハビリテーションに関する解決すべき課題を把握

します。計画作成に当たっては、利用者の病状、心身の状況、希望及びその置か

れている環境を踏まえ、具体的な目標や具体的なサービスを記載します。訪問リ

ハビリテーション計画を作成するに当たっては、居宅サービス計画にそって作成

し、利用者、家族に説明したあとで、利用者の同意を得ます。また、作成した計
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画は、利用者に交付します。 

③ 訪問リハビリテーション計画に基づき、指定訪問リハビリテーションのサービス

を提供します。 

④ 常に利用者の病状、心身の状況、希望及びその置かれている環境の的確な把握に

努め、利用者に対し、適切なサービスを提供します。 

⑤ それぞれの利用者について、指定訪問リハビリテーション計画に従ったサービス

の実施状況及びその評価について、速やかに診療記録を作成するとともに、医師

に報告します。 

 

２．提供するサービスの内容 について 

（１）指定訪問リハビリテーション 

要介護状態となった場合においても、利用者が可能な限り居宅において、その有する能力

に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、利用者の居宅において、理学療法、作業

療法その他必要なリハビリテーションを行うことにより、利用者の心身の機能の維持回復を

図ります。 

（２）訪問リハビリテーションの禁止行為 

指定訪問リハビリテーション事業者はサービスの提供に当たって、次の行為は行いません。 

① 利用者又は家族の金銭、預貯金通帳、証書、書類などの預かり 

② 利用者又は家族からの金銭、物品、飲食の授受 

③ 利用者の居宅での飲酒、喫煙、飲食 

④ 身体拘束その他利用者の行動を制限する行為(利用者又は第三者等の生命や

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除く) 

⑤ その他利用者又は家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動、その

他迷惑行為 

 

３．利用料金及び支払方法について 

（１） 介護保険給付対象サービス 介護保険の適用がある場合は、原則として別表料金表の利用

料金の１割から３割が、利用者の負担額となります。 

（２） 通常の事業の実施地域を越えて行う事業に要する交通費は、その実費を徴収します。なお、

自動車を使用した場合の交通費は、別途利用料金表に定める額とする。 

（３） 前２項の利用料等の支払を受けたときは、利用者又はその家族に対し、利用料と利用料 

(個別の費用ごとに区分)について記載した領収書を交付する。 

（４） 利用料金については、清算を月末締めとし、翌月１５日をめどに請求書を送付いたします

ので、その月末までにお支払い下さい。お支払いの確認が済み次第領収書を発行いたします。

お支払いについては､窓口での支払いまたは、指定口座への振込み、もしくは預金口座振替

の方法があります。なお利用料が、３ヶ月分以上お支払いがなく、その支払いを督促し

たにもかかわらず、特別な事情のある場合を除き、督促状を発行した日から３０日以内

にお支払いがない場合、利用契約を解除・終了させていただきます。 

 

４.その他の費用 

ご利用者様の住まいにおいて、サービスを提供するために使用する、水道・ガス・ 

電気・電話・個人的な備品などの費用は、ご利用者様の負担になります。 

 

５．事故発生時における対応方法  

利用者に対する指定訪問リハビリテーションの提供により事故が発生した場合は、市町

村、利用者の家族、利用者に係る居宅サービス計画を作成した居宅介護支援事業者等へ

連絡をします。 

また、利用者に対する指定訪問リハビリテーションの提供により賠償すべき事故が発生

した場合は、損害賠償を速やかに行います。 
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  【市町村（保険者）の窓口】 

   ・仙台市介護保険課  仙台市青葉区国分町３丁目７番１号 

              電話 022（214）8318 FAX022（214）8191 

   ・名取市介護長寿課  名取市増田字柳田８０ 

              電話 022（384）2111  FAX022（384）2128 

  【居宅介護支援事業所の窓口】：別紙参照 

 

６．サービスの提供にあたって 

（１）サービスの提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険者資格、要介

護認定の有無及び要介護認定の有効期間）を確認させて頂きます。被保険者の住所などに

変更があった場合は速やかに当事業所にお知らせください。 

（２）利用者が要介護認定を受けていない場合は、利用者の意思を踏まえて速やかに当該申請が

行われるよう必要な援助を行います。また、居宅介護支援が利用者に対して行われていな

い等の場合であって、必要と認められるときは、要介護認定の更新の申請が、遅くとも利

用者が受けている要介護認定の有効期間が終了する 30日前にはなされるよう、必要な援助

を行うものとします。 

（３）医師及び理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、医師の診療に基づき、利用者又は家

族に説明し、同意を得た上で、介護予防訪問リハビリテーション計画を作成します。 

   作成した計画は利用者に交付します。計画に従ったサービスの実施状況及びその評価につ

いて、速やかに診療記録を作成するとともに、医師に報告します。 

（４）サービス提供を行う職員に対するサービス提供に関する具体的な指示や命令は、すべて当

事業者が行いますが、実際の提供にあたっては、利用者の心身の状況や意向に充分な配慮

を行います。 

 

７．虐待の防止について 

  利用者の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を講じています。 

（１） 虐待防止に関する責任者を選定しています。 

（２）虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について従業者に周

知徹底を図っています。 

（３）虐待防止のための指針の整備をしています。 

（４）従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施しています。 

（５）サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同居人

等）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に

通報します。 

 

８．秘密の保持と個人情報の保護について 

（１）利用者及びその家族に関する秘密の保持について 

  ①事業者は、利用者の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び厚生労働省が

策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン」

を遵守し、適切な取扱いのためのガイドライン」を遵守し、適切な取扱いに努めるものと

します。 

  ②事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という。）は、サービス提供をする上で

知り得た利用者及びその家族の秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしません。 

  ③また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても継続します。 

  ④事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従業

者である期間及び従業者でなくなった後においても、その秘密を保持するべき旨を、従業
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者との雇用契約の内容とします。 

（２）個人情報の保護について：別紙「秘密保持・個人情報保護法の遵守についての同意書」を

参照。 

 

９．身分証携行義務 

  指定訪問リハビリテーションを行う者は、常に身分証を携行し、初回訪問時及び利用者また 

は利用者の家族から提示を求められた時は、いつでも身分証を提示します。  

 

10．心身の状況の把握 

  指定訪問リハビリテーションの提供に当たっては、居宅介護支援事業者が開催するサービス

担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービ

ス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めるものとします。 

 

11．居宅介護支援事業者との連携 

  訪問リハビリテーション計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該計画

の内容に沿って作成します。 

 

12．サービス提供等の記録 

  ①サービスの提供日、内容及び利用者の心身の状況その他必要な事項を記録します。またそ

の記録は、提供の日から５年間保存します。 

  ②利用者は、事業者に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を請求す

ることができます。 

 

13．衛生管理等 

  ①サービス提供職員等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行います。 

  ②指定訪問リハビリテーション事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めます。 

  ③事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じます。 

   ・事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を概ね３

ヶ月に１回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底しています。 

   ・事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備しています。 

   ・従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施し

ます。 

 

14．業務継続計画の策定等について 

  ①感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定通所リハビリテーションの提供

を継続に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継

続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。 

  ②従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に

実施します。 

  ③定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

15．サービス提供に関する相談・苦情について 

  提供した指定訪問リハビリテーションに係る利用者及びその家族からの相談及び苦情を

受付けるための窓口を下記のとおり設置します。 

（１）事業所の苦情相談窓口 

     ①担 当  者 ：  リハビリテーション科長 佐々木 俊二 
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     ②電 話 番 号 ： ０２２－３８６－３７７０ 

     ③F A X 番 号 ： ０２２－３８６－３７８８ 

     ④受 付 時 間 ： 午前８時３０分～午後５時３０分 

 

（２）事業所以外の相談・苦情窓口 

事業所以外に、下記の苦情相談窓口等にも苦情を伝えることができます。 

 

（行政機関その他苦情受付機関） 

行政機関名 所在地 電話番号 ファックス番号 

宮城県国民健康保険 

団体連合会 

宮城県仙台市青葉区上杉 

１－２－３ 

０２２（２２２）

７７００ 

０２２（２２２）

７２６０ 

名取市介護長寿課 

（名取市にお住まいの方） 
名取市増田字柳田８０ 

０２２（３８４） 

２１１１ 

０２２（３８４）

２１２８ 

仙台市介護保険課 

（仙台市にお住まいの方） 

仙台市青葉区国分町 3 丁

目 7 番 1 号 

０２２（２１４） 

８３１８ 

０２２（２１４） 

８１９１ 

上記の他、利用者が住民登録されている市町村 

 

16．その他 

   （１）事業所についての詳細は、パンフレットを用意してありますので、ご請求下さ

い。 

   （２）ご要望やご質問がございましたらお気軽に事業所のスタッフにお声がけくださ

い。 

（３）サービス利用の際には、介護保険被保険者証と居宅介護支援事業者が交付するサー

ビス利用票を提示してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 


